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八尾市の業種  事業所数  （比率）  従業者数  製造品出荷高  
総数  3,094  100%  36,842  14,193（億円）  
金属製品  889  28.7%  7,767  1,381  
一般機械  624  20.1%  6,519  1,410   
プラスチック製品  355  11.4%  3,990  749  
家具・装備品  168  5.4%  1,048  147  
印刷・同関連  153  4.9%  1,919  305  
電子部品・電気機械器具  145  4.6%  3,396  6,774  
その他製造品  138  4.4%  1,350  157  
パルプ・紙・紙加工  112  3.6%  1,736  314  
繊維工業  87  2.8％  640  87  








 事業所数 従業者数 製造品出荷総額(百万円) 
 1998 年 2008 年 1998 年 2008 年 1998 年 2008 年 
金属プレス 140 110 1,096 1,298 17,368 24,142 
金属製品塗装業 59 44 462 438 4,663 3,879 
溶融・電気めっき業 28 23 284 319 3,403 3,811 
金属熱処理 24 15 455 578 6,889 8,774 
その他表面処理 93 79 591 591 6,489 7,049 


























































表２－４ 平均の地域別受注先件数     （単位：件、％） 






















1.66  0.99  0.82  2.48  0.86  1.10  0.06  7.98  
199  
20.8  12.5  10.3  31.1  10.8  13.7  0.8  100.0  
小規模企
業 
3.41  3.13  2.64  6.42  3.27  4.70  0.25  23.82  
264  
14.3  13.1  11.1  27.0  13.7  19.7  1.0  100.0  
中・大規模
企業 
6.08  7.51  5.04  24.56  15.94  34.39  0.86  94.38  
109  
6.4  8.0  5.3  26.0  16.9  36.4  0.9  100.0  
合計 
3.31  3.22  2.46  8.51  4.85  9.10  0.30  31.76  
572  






3.86  3.23  2.85  10.34  6.55  15.10  0.75  42.66  
173  
9.0  7.6  6.7  24.2  15.4  35.4  1.8  100.0  
部品の製
造業 
2.39  2.11  1.88  7.07  6.14  10.70  0.11  30.41  
153  
7.9  6.9  6.2  23.3  20.2  35.2  0.4  100.0  
加工業 
3.41  3.81  2.39  7.26  2.15  1.67  0.06  20.74  
219  
16.4  18.4  11.5  35.0  10.4  8.0  0.3  100.0  
その他 
5.65  7.91  5.30  19.00  11.04  24.61  0.52  74.04  
23  
7.6  10.7  7.2  25.7  14.9  33.2  0.7  100.0  
合計 
3.36  3.34  2.51  8.62  4.92  9.12  0.30  32.18  
568  
10.4  10.4  7.8  26.8  15.3  28.3  0.9  100.0  
 
   表２－５ 平均の地域別外注先件数    （単位：件、％） 






















1.36  0.91  0.81  0.97  0.37  0.13  0.03  4.58  
113  
29.7  19.9  17.6  21.2  8.1  2.9  0.6  100.0  
小規模企
業 
2.42  2.02  1.32  2.58  0.82  0.30  0.04  9.49  
198  
25.5  21.2  13.9  27.2  8.7  3.2  0.4  100.0  
中・大規模
企業 
4.64  4.20  3.11  8.54  3.08  2.33  0.23  26.12  
97  
17.8  16.1  11.9  32.7  11.8  8.9  0.9  100.0  
合計 
2.65  2.23  1.60  3.55  1.24  0.74  0.08  12.09  
408  






3.01  2.81  1.99  5.29  1.56  1.41  0.18  16.25  
147  
18.5  17.3  12.3  32.6  9.6  8.7  1.1  100.0  
部品の製
造業 
3.09  2.61  1.85  3.50  1.36  0.66  0.03  13.10  
119  
23.6  19.9  14.1  26.7  10.4  5.1  0.2  100.0  
加工業 
1.66  1.11  0.80  1.72  0.74  0.12  0.02  6.18  
124  
26.9  18.0  12.9  27.8  12.0  2.0  0.4  100.0  
その他 
3.00  3.17  2.42  2.42  0.00  0.00  0.00  11.00  
12  
27.3  28.8  22.0  22.0  0.0  0.0  0.0  100.0  
合計 
2.62  2.24  1.59  3.57  1.20  0.75  0.08  12.05  
402  
21.7  18.6  13.2  29.6  10.0  6.2  0.7  100.0  
注１：大阪市東部は東成区、生野区、平野区である。これに八尾市、東大阪市も加えて八尾市近隣地域とする。 
注 2：零細企業（従業者数 4 人以下）、小規模企業（同５～19 人）、中規模企業（同 20～299 人）大規模企業（同














均で 8.5 件かかえている（表２－４）． 
同様に小規模企業の受注先は八尾市近隣地域に１社当たり平均で 9.2 件，八
尾市近隣以外の大阪府には平均で 6.4 件確保している．外注先は八尾市近隣地


































































































削・研磨など 43 件 
製缶・板金・溶接、





熱処理など 46 件 
表面処理、研削・研磨、
プレスなど 29 件 





















































ロット 大 中 小 
加工・組立精度 高い 低い 中程度 低い 
納期 中程度 短い 長い 



























































































































































品製造業を加えた 8 業種を対象に，有効回答 529 社を得たものである．内訳は




















































企業の行動空間 単一工場 国内市場への浸透 
海外販売代理店の採用 海外子会社の設立 多国籍企業 

































  89年 90年 91年 92年 93年 94年 95年 96年 97年 98年 
 新規工場立地
件数 



























大阪本社企業 130 121  109 78 41 40 31 38 33 38 
 
 
99年 0年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 累計 
 
90 113 106 104 158 193 210 256 240 259 3573 
 





























  89年～08年累計 内大阪本社 
滋賀 564  136  
京都 488  103  
大阪 485  445  
兵庫 1,522  363  
奈良 276  129  
和歌山 238  81  
累計 3,573  1,257 （35.5%） 










































 工場数ベース 金額ベース 
 20 ㎞圏内 50 ㎞圏内 100 ㎞圏内 1991 年 2000 年 
完成品外注 28% 34% 32% 約 20% 約 40% 
一般外注 54% 20% 14% 約 50% 約 45% 






























プの部品 貸与図の部品 承認図の部品 















































































  貸与図 承認図 市販品 
取引に関 
する事項 
中核企業による生産指導・管理 重要 あり なし 
中核企業との相互作用 大 大 小 
信頼の重要度 大 大 小 
物流に関 
する事項 
付加価値に占める輸送費の割合 大 小 小 
中核企業との結びつきの密接さ 大 中 小 
リードタイムの重要性 大 中 小 
空間に関 
する事項 
中核企業とサプライヤーの近接性の重要性 大 中 小 
















































































































































































































































































次に，4 社の外注依存類型と外注・仕入構造の特徴についてである９）． I 社























① I 金属工業株式会社（図３－２） 
1960 年より松下電器テレビ事業部との取引関係にあり，一般外注に属する
50 年来の共栄会社である．金属プレス，金型製作，組立加工を事業内容とし，


































































































総務部   







八尾第 1 工場 八尾第一生産課 ビジネスフォーム刃の
生産部門 
トムソン部 営業課・機械課 トムソン刃の営業部門 






ベンディックス株式会社 東京都大田区 主力三商品の販売 
Ｔベンディックス株式会社 愛知県瀬戸市 
株式会社Ｔ 大阪府八尾市 









④ 株式会社 Y （図３－５） 
業務内容は農業機械，建設機械，工作機械，自動車，家電などのねじ部品か
ら機械加工部品，製品組立・アセンブリ製品・複合製品，モーターなどの製造












































Y 金属有限公司 ( 上海 ) 




IP - VPN 





































































































































社に赴きインタビューをすることができた．2010 年 10 月 28 日には S 社の社
長と専務取締役の同席のもとで，同年 11 月 2 日には I 社の取締役会長から，
同日に T 社の名誉会長から聞き取りをすることができた．また 11 月 4 日には
Y 社の常務取締役から説明を受けた．さらに追加的な聞き取りとして 2011 年 9
月 30日T社の名誉会長とY社の常務取締役とはそれぞれ直接面会して調査し，
S 社の専務取締役と I 社の名誉会長とは電話にてインタビューを行った． 





























































































































に切り込むことが不可欠である（水野，2007）．調査は，2012 年 1 月から 6 月
の間，社長および労働組合幹部より 1 回，経営幹部から数回にわたってインタ












資本金は約 136 億円，社員数は約 800 名である．国内外に子会社 24 社およ
び関係会社 1 社を抱え，グループ全体で従業者数は約 1 万人，連結決算売上は





















表４－１ H 社の複数事業所展開の過程 
 
国内                   海外 
 
1947 年 大阪市東成区で個人事業所 
として創業 
1950 年 大阪市生野区で法人設立 
1959 年 群馬県に生産子会社設立  
1960 年 八尾市に現在の本社工場設立 
1963 年 大阪証券取引所第二部上場 
1966 年 香港に生産子会社設立     
1968 年 福岡県と宮城県に生産子会社設立 
1969 年 福島県と新潟県に生産子会社設立      台湾に生産子会社設立    
横浜市に東京営業部設立 
1973 年 韓国に生産子会社設立     
 
1978 年 シカゴにアメリカ販社     
シンガポールに販社設立      
1980 年 大阪証券取引所第一部上場 
1982 年 滋賀県に液晶生産子会社と 
成型部品生産子会社設立 
1985 年 和歌山県に複合部品生産子会社設立 
 
1986 年 デュッセルドルフにヨーロッパ 
販社設立           
1988 年 香港に支店設立し広東省に委託 
生産工場設立         
                                      1989 年 マレーシアに生産子会社設立  
1992 年 東京証券取引所第一部上場,        マレーシアに販社設立               
1996 年 青島の生産子会社再編     
 
2001 年 上海に販社設立        
広東省に液晶の委託生産第二  
工場設立           
2005 年 青島に第二生産子会社設立   
2007 年 天津に生産子会社設立     
広東省に委託生産第三工場設立 
2008 年 タイに販社設立        
ベトナムに生産子会社設立  
 




















































































































































































（工程間分業）          （製品別分業・市場圏分割） 








図４－２ H 社グループにおける空間的分業 
資料：H 社資料およびインタビューより作成 
は首都圏への工場展開をはたす．特定の顧客企業の下請専用工場として近接立





























る（近藤, 2007, pp.60-61）． 
これに対して，独立系の電子部品企業である H 社においては，製品セグメン
ト別の分業が，立地と空間的分業の主要な特徴をなしている点が大きな違いで













































全米とカナダを営業範囲とし，現地に本社を置く M 社をはじめ 20～30 社余り
の電機メーカー企業との取引関係を管轄する．サン・ノゼの販社は，シリコン

















































































































場で従業者数が 4,000 人を超えていた．  
広東省東莞市では 2007 年に，日系 N 社の大規模需要を担う，三番目となる
生産工場が立地する．第一工場とともに，従業員規模はあわせて 5,000 人に達
する．日系 N 社は，携帯型や据置き型のゲーム機分野でグローバル展開してい
る 13）． H 社は，台湾大手 EMS メーカーとともにゲーム機本体機器の生産を
請け負う．年間数百万台の組立による大量生産である．京都に本社を置く日系
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クタが 30 円から 300 円，スイッチが 30 円から 100 円，音響部品ではマイク














８）1982 年には CAD システムが導入され，部品設計や金型設計から加工に至
る自動化が進められた．また，部品の小型化が手作業での作業を困難にするた
め，1984 年の CRT ソケットの自動組立機の開発を皮切りに，スイッチなどの
自動組立機の開発とそれによる生産が進められた． 
９）テレビにはブラウン管の高電圧発生回路で生じた異常高電圧が発生するた
















































































































































































































関 満博（1993）：『フルセット型産業構造を超えて』 中央公論社． 
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